
（2025年4月改訂）

会社概要

商号

英文商号

所在地　本社

　　大阪本部

　　　事業所

設立

資本金

連結従業員数

許認可・認証等

加入協会

株主

株式会社だいこう証券ビジネス

DSB Co., Ltd.

〒135-0052 東京都江東区潮見二丁目9番15号
TEL 03-5665-3040（代表）　

〒530-0005 大阪市北区中之島三丁目2番4号

・茅場町サイト（配送）
〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町一丁目12番4号
・新砂サイト（メーリング、配送）
〒136-0075 東京都江東区新砂一丁目5番23号
・南砂サイト（保管）
〒136-0076 東京都江東区南砂七丁目12番4号

1957年（昭和32年）5月13日

89億32百万円

661名（2025年3月末現在）

金融商品取引業者登録番号：関東財務局長（金商）第2534号
貸金業者登録番号：東京都知事（5）第31466号
確定拠出年金運営管理機関 登録番号:779
プライバシーマーク登録番号：第10680002号
ISO9001認証登録番号：JQA-QMA14003
（カスタマー事務サポート部、決済業務部、証券事務サポート部、
SDXサービス部、シェアードサービス業務部 メーリングセンター）

日本証券業協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

株式会社野村総合研究所

経営体制
代表取締役社長 藤井　公房 
取締役 清水　泰二 
取締役 岩戸　里繁 
取締役 原　　敏文 
取締役 斉藤　英紀
監査役 稲田　陽一 
　　 　業務執行体制
代表取締役社長 藤井　公房
専務執行役員 清水　泰二
専務執行役員 小川　司
常務執行役員 浮田　稔博
執行役員 村主　正浩
執行役員 山田　正人
執行役員 竹村　伸一朗
執行役員 島田　大輔
執行役員 塩野　泰久
執行役員 中西　幸範
執行役員 筒井　伸彦
執行役員 上村　寛志
執行役員 武石　清紀
執行役員 佐久間　隆行
執行役員 阿部　義明
執行役員 岩戸　里繁

バックオフィス事業
ITサービス事業
証券事業

株式会社DSB情報システム
株式会社DSBソリューションサービス

https://www.daiko-sb.co.jp/

役員
（2025年4月1日現在）

グループ会社

URL

事業内容

株主総会 取締役会

社長監査役 グループ経営会議 リスク管理委員会
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沿  革

1957年（昭和32年）

1963年（昭和38年）
1971年（昭和46年）
1982年（昭和57年）
1984年（昭和59年）
1989年（平成元年）
1990年（平成2年）

1993年（平成5年）
1995年（平成7年）
1999年（平成11年）

2001年（平成13年）
2003年（平成15年）

2004年（平成16年）

2005年（平成17年）

　

2006年（平成18年）　
2007年（平成19年）
2009年（平成21年）
　
　

2011年（平成23年）

2012年（平成24年）
2013年（平成25年）
2014年（平成26年）

2016年（平成28年）

2017年（平成29年）
2018年（平成30年）
2019年（平成31年）

2020年（令和2年）

大阪市東区（現・大阪市中央区）に、大阪証券取引所（現・株式会社日本取引所グループ）、
大阪証券業協会（現・日本証券業協会大阪地区協会）、大阪証券金融株式会社（現・日本証券金融株式会社）のほか
各証券会社の出資により、資本金2,000万円をもって、大阪代行株式会社を設立
（設立年月日：1957年5月13日）
株式の名義書換取次、有価証券の輸送、売買代金の取立・立替、有価証券担保融資の各業務を開始
大阪証券代行株式会社に商号変更
名義書換代理人業務（現・株主名簿管理人業務）を開始
有価証券の配送業務を開始
有価証券の保管業務を開始
道路運送法に基づく自動車運送取扱事業者として登録
貸金業法に基づく貸金業者として登録
貨物利用運送事業法に基づく第一種貨物利用運送事業者として登録
当社株式を大阪証券取引所（現・東京証券取引所）市場第二部に上場
特定労働者派遣業務を開始
バックオフィス業務を開始
株式会社だいこう証券ビジネスに商号変更
ネット証券向けバックオフィス業務を開始
当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場
メーリング業務を開始
改正証券取引法に基づく証券業者として登録し、有価証券等清算取次業務を開始
株式会社野村総合研究所と証券会社向けバックオフィスサービスにおいて業務提携
日本クリアリングサービス株式会社の株式を60.0％取得し子会社化
警備業法に基づく警備業者として認定
大阪証券取引所（現・大阪取引所）の取引資格を取得、株式等売買注文の取次ぎ業務を開始、JASDAQに参加
東京証券取引所、札幌証券取引所、福岡証券取引所の取引資格を取得
証券会社設立支援コンサルティング業務を開始
プライバシーマークを取得
商品先物充用（代用）有価証券の一括管理業務を開始
職業安定法に基づく有料職業紹介事業者として許可を受け、人材紹介業務を開始
金融機関向け担保有価証券管理サービスを開始
当社株式を東京証券取引所ならびに大阪証券取引所（現・東京証券取引所）の市場第一部に指定
金融商品取引法に基づく金融商品取引業者（第一種金融商品取引業）として登録
電子文書管理サービス（D-FINDS）を開始
株式等間接口座管理サービス（CLS）を開始
名古屋証券取引所の取引資格を取得
相続手続き事務代行サービスを開始
会社分割により、証券代行事業（株主名簿管理人業務およびこれに関連または付随する業務）を
三菱UFJ信託銀行株式会社および三菱UFJ代行ビジネス株式会社に承継
証券バックオフィスシステム（基幹系システム）の提供およびその業務サポートサービスを開始
富士ソフトケーシーエス株式会社（現・株式会社DSB情報システム）の全株式を取得し子会社化
NISA（少額投資非課税制度）関連業務を開始
株式会社野村総合研究所と資本業務提携契約を締結
株式会社野村総合研究所が当社の親会社となる
東京都江東区に本社移転、DSB Co., Ltd.に英文商号変更、日本クリアリングサービス株式会社を吸収合併
マイナンバー登録・管理・利用サービスを開始
金融商品取引法に基づく金融商品取引業者（投資助言・代理業）として登録
確定拠出年金法に基づく確定拠出年金運営管理機関として登録
株式会社DSBソリューションサービスを設立
労働者派遣事業の許可を取得（特定労働者派遣事業の廃止に伴う切替）
特定信書便事業の許可を取得
株式会社野村総合研究所による当社の普通株式及び新株予約権に対する公開買付けが成立
株式会社野村総合研究所による完全子会社化に伴い、東京証券取引所市場第一部上場廃止
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